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【国際特許分類】
   Ｇ０６Ｆ  17/50     (2006.01)
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【手続補正書】
【提出日】平成22年6月22日(2010.6.22)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　部品を表す第１の形状情報と、該第１の形状情報に関連して設定された、前記部品の解
析用モデル作成のための設定情報とを関連付けて保持する保持ステップと、
　前記設定情報に基づき、修正された前記部品を表す第２の形状情報と前記第１の形状情
報とを比較する比較ステップと、
　前記比較により前記第１及び第２の形状情報の間に差異があった場合、該差異が許容範
囲内であるかを判定する判定ステップと、
　前記判定により前記差異が前記許容範囲内であれば、前記設定情報を前記修正された部
品に適用する適用ステップと、
を有することを特徴とする解析用モデル作成方法。
【請求項２】
　前記設定情報は、前記第１の形状情報における締結部の形状特徴情報に対して適用する
締結種別を含むことを特徴とする請求項１記載の解析用モデル作成方法。
【請求項３】
　前記判定ステップは、前記差異と閾値との比較により前記差異が許容範囲内であるかを
判定することを特徴とする請求項１又は２記載の解析用モデル作成方法。
【請求項４】
　前記形状特徴情報は、前記締結部の幾何情報を含むことを特徴とする請求項２記載の解
析用モデル作成方法。
【請求項５】
　前記形状特徴情報の幾何情報として、前記形状特徴情報を構成する形状要素を包含する
図形情報を有することを特徴とする請求項４記載の解析用モデル作成方法。
【請求項６】
　前記形状特徴情報は、該形状特徴情報を構成する形状要素の要素ＩＤを含むことを特徴
とする請求項４記載の解析用モデル作成方法。
【請求項７】
　前記比較ステップは、
　前記第１の形状情報における締結部を構成する前記形状特徴情報と許容範囲内で同一と
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みなせる幾何情報を持つ形状特徴情報を前記第２の形状情報で検索する検索ステップと、
　前記第２の形状情報で検索できなかった場合、前記形状特徴情報を持つ前記締結部の設
定の解除を設定する設定ステップと、
を有することを特徴とする請求項４記載の解析用モデル作成方法。
【請求項８】
　前記比較ステップは、前記第２の形状情報において、前記第１の形状情報における締結
部を構成する形状要素と同一の要素ＩＤを持つ形状要素を検索する検索ステップを有し、
　前記同一の要素ＩＤを持つ前記第１の形状情報の形状要素と、前記第２の形状情報の形
状要素との幾何情報を比較することを特徴とする請求項６記載の解析用モデル作成方法。
【請求項９】
　前記比較の結果、
　前記第１の形状情報と許容範囲内で同一であると判定された前記第２の形状情報におけ
る締結部を構成する形状特徴情報を第１の方法でハイライトするステップと、
　前記第１の形状情報と許容範囲内で同一でないと判定された、前記第２の形状情報にお
ける締結部を構成する形状特徴情報に対し、前記第１の形状情報における対応する前記形
状特徴情報に設定されている締結種別が適用可能であると判定された場合、該締結部を構
成するすべての形状要素を第２の方法でハイライトするステップと、
　前記第１の形状情報と許容範囲内で同一でないと判定された前記第２の形状情報におけ
る締結部を構成する形状特徴情報に対し、前記第１の形状情報における対応する前記形状
特徴情報に設定されている締結種別が適用不可能であると判定された場合、該締結部を構
成するすべての形状要素を第３の方法でハイライトするステップと、
をさらに有することを特徴とする請求項８記載の解析用モデル作成方法。
【請求項１０】
　部品を表す第１の形状情報と、該第１の形状情報に関連して設定された、前記部品の解
析用モデル作成のための設定情報とを関連付けて保持する保持機能と、
　前記設定情報に基づき、修正された前記部品を表す第２の形状情報と前記第１の形状情
報とを比較する比較機能と、
　前記比較により前記第１及び第２の形状情報の間に差異があった場合、該差異が許容範
囲内であるかを判定する判定機能と、
　前記判定により前記差異が前記許容範囲内であれば、前記設定情報を前記修正された部
品に適用する適用機能と、
をコンピュータに実現させるための解析用モデル作成プログラム。
【請求項１１】
　部品を表す第１の形状情報と、該第１の形状情報に関連して設定された、前記部品の解
析用モデル作成のための設定情報とを関連付けて保持する保持手段と、
　前記設定情報に基づき、修正された前記部品を表す第２の形状情報と前記第１の形状情
報とを比較する比較手段と、
　前記比較により前記第１及び第２の形状情報の間に差異があった場合、該差異が許容範
囲内であるかを判定する判定手段と、
　前記判定により前記差異が前記許容範囲内であれば、前記設定情報を前記修正された部
品に適用する適用手段と、
を有することを特徴とする解析用モデル作成装置。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１４】
　本発明の目的は、形状モデルの一部修正を行ったときの解析モデル作成にかかる作業時
間を大幅に短縮することができる解析用モデル作成方法及び解析用モデル作成プログラム
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を提供することである。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１５】
　上記目的を達成するため、本出願に係る発明は、　部品を表す第１の形状情報と、該第
１の形状情報に関連して設定された、前記部品の解析用モデル作成のための設定情報とを
関連付けて保持する保持ステップと、前記設定情報に基づき、修正された前記部品を表す
第２の形状情報と前記第１の形状情報とを比較する比較ステップと、前記比較により前記
第１及び第２の形状情報の間に差異があった場合、該差異が許容範囲内であるかを判定す
る判定ステップと、前記判定により前記差異が前記許容範囲内であれば、前記設定情報を
前記修正された部品に適用する適用ステップと、を有することを特徴とする解析用モデル
作成方法である。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１６】
　上記課題を解決する本発明によれば、ＣＡＤモデルの形状の修正を行ったときの解析モ
デル作成にかかる作業時間を大幅に短縮することができる。
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